
 

 

 

社会福祉法人さんよう 

地域密着型介護老人福祉施設入所生活介護 

特別養護老人ホームひかり 

  

重要事項説明書 
 

当施設は介護保険の指定を受けています。 

（福山市指定 第 ３４９１５０２４０１ 号）           

 

 

 当施設は契約者に対しては指定介護福祉施設サービスを提供します。施設の概要や提

供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次のとおり説明します。 

 

※ 当施設への入所は、原則として要介護認定の結果 「要介護３以上」 と認定され

た方が対象となります。 
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１ 施設経営法人 

一 法 人 名       社会福祉法人さんよう 

二 法人所在地       広島県福山市草戸三丁目６番１号 

三 電話番号               ０８４－９２１－００８８ 

F A X         ０８４－９６１－３４８４ 

四 代表者名前        理事長  辰 川 和 美 

五 設立年月日        ２０１２ 年 ４ 月 １日 

 

２ ご利用施設 

一 施設の名称              特別養護老人ホームひかり 

二 施設の所在地       広島県福山市草戸町三丁目６番１号 

三 電話番号        ０８４－９６１－３４８０ 

F A X                 ０８４－９６１－３４８４ 

四 施設長（管理者）名前  施設長  世 良  肇 

五 施設の種類       地域密着型介護老人福祉施設入所生活介護 

(特別養護老人ホーム)福山市指定第 3491502401 号 

※ ユニット型施設      全面個室・ユニットケア型の特別養護老人ホーム 

※ ユニットケア 

     １４人または１５人の入居者を１つのグループ（ユニット）とし、家庭的な環

境の中で介護サービスを提供します。 

六 開設年月        ２０２３年７月１日 

七 入所定員        ２９名  

八 施設の目的  

施設は、入居者一人一人の意思及び人格を尊重し、施設サービス計画に基づき、

その居宅における生活への復帰を念頭において、入居前の居宅における生活と入居

後の生活が連続したものになるよう配慮しながら、各ユニットにおいて入居者が相

互に社会的関係を築き、自律的な日常生活を営むことを支援します。 

九 当施設の運営方針 

① 入居者の意思や人格を常に尊重し、入居者を主人公とした援助に努めるもの

とします。 

② 施設サービス計画に基づき、プライバシーを確保し、普通の暮らしに近い日

常生活を共同で営んでいただけるよう努めるものとします。 

③ 地域交流スペースを活用して家族や広く地域の方々にも、気軽に足を運んで

いただけるような、開かれた明るい施設作りに努めるものとします。 

④ 関係行政機関・サービス実施機関等との連絡調整を行い、地域福祉の向上に

努めるものとします。 
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３ 施設及び居室の概要 

一 建物の構造        鉄骨造陸屋根 地上３階（主に、２階部分） 

二 建物の延べ床面積     ２，５２４．０９ ㎡ 

三 居室等の概要 

当施設では以下の居室・設備をご用意しています。 

入居される居室は、原則として個室です。居室の設定につきましては、契約者の心

身の状況や居室の空き状況によりご希望に沿えない場合があります。 

 

 ※ ユニット数 ２ 

居室・設備の種類 室  

数 

備       考 

個   室 ２９室 低床３モーターベッド ・ 洗面台 

共同生活室（居間・食堂） ２室 キッチン・テーブル・椅子・テレビ 

地域交流スペース １ヶ所 地域イベントや作品の展示会などに利用可 

浴   室 1 室 一般浴槽・特殊浴槽 

医 務 室 １室 利用者の健康管理 

家族団らん室 １ヶ所 利用者やご家族等の交流など多目的に利用可 

上記は、厚生労働省が定める基準により、地域密着型介護老人福祉入居者生活介護

に必置が義務づけられている施設・設備です。 

※ 居室の変更：契約者から居室の変更希望の申し出があった場合は、居室の空き状

況により施設でその可否を決定します。また、契約者の心身の状況により居室を変

更する場合があります。その際には、契約者やご家族等と協議のうえ決定するもの

とします。 

 

４ 従業員の配置状況 

当施設では、契約者に対して地域密着型介護老人福祉施設入所生活介護を提供す

る従業員として、以下の職種の従業員を配置しています。 

＜主な従業員の配置状況＞  

 

※ 職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

職        種 常勤換算 指定基準 

１． 施設長（管理者） １名 １名 

２． 介護職員 １２名以上 １０名 

３． 生活相談員   １名以上 １名 

４． 看護職員   １名以上 １名 

５． 機能訓練指導員   １名以上 １名 

６． 介護支援専門員 １名以上 １名 

７． 医師 （非常勤） １名 １名 
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８． 管理栄養士 １名 １名 

９． 事務員 １名以上 １名 

 

ア 常勤換算：職員それぞれ週当たりの勤務延時間の総数を当施設における常

勤職員の所定勤務時間数で除した数です。 

イ（例）週１５時間勤務の介護職員が２名いる場合、常勤換算では、１名（１

５時間×２名÷４０時間＝０．７５名）となります。 

<配置従業員の職種> 

施設長（管理者）・・・職員の管理及び業務の実地状況の把握、その他の管理を一元的

に行うと共に業務の総括の任に当たります。  

介護職員・・・・・・・入居者の日常生活上の介護並びに健康保持のための助言等を行

います。３名の入居者に対して１名の職員を配置しています。 

生活相談員・・・・・入居者の日常生活上の相談に応じ、便宜生活支援を行います。 

看護職員・・・・・・・主に入居者の健康管理や療養上の世話を行いますが、日常生活

上の介護、介助等も行います。 

機能訓練指導・・・・入居者の心身の状況に応じて、日常生活を営むのに必要な機能を

改善、またはその減退を防止するために、生活リハビリを中心と

した機能訓練に係る計画を作成の上、必要な能訓練等を行います。  

介護支援専門員・・・入居者に係る事業所サービス計画（ケアプラン）を作成します。 

医  師・・・・・・入居者に対して健康管理及び療養上の指導を行います。 

          （嘱託医師、非常勤） 

管理栄養士・・・・・食事の献立作成、カロリー計算、入居者に対する栄養指導等に関

する業務に従事します。 

事  務・・・・・・・施設に必要な事務を行います。 

＜主な職種の勤務体制＞ 

従業者の職種 勤 務 体 制 

医師 週１日 

生活相談員 ８：３０～１７：３０ 

看護職員 

早番  ７：３０～１６：３０ 

日勤  ８：３０～１７：３０ 

・夜間については、交代で自宅待機を行い、緊急時

に備えます。 

介護職員 

早番   ７：３０～１６：３０ 

日勤   ８：３０～１７：３０ 

遅番  １１：００～２０：００ 

夜勤  １６：３０～ ９：３０ 

管理栄養士 ８：３０～１７：３０ 

機能訓練指導員 ８：３０～１７：３０ 
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介護支援専門員 ８：３０～１７：３０ 

事務員 ８：３０～１７：３０ 

 

５ 当施設が提供するサービスの利用料には次の場合があります 

 一 利用料金が介護保険から給付される場合 

二 利用料金の金額を契約者に負担いただく場合 

 

６ 介護保険の給付の対象となるサービス （契約書第 3条参照）   

 ＜サービスの概要＞ 

一 食 事（但し、食費として食材料費と調理費用は別途いただきます。） 

① 当施設では、栄養士の立てる献立表により、栄養並びに入居者の身体の状況お

よび嗜好を考慮した食事を提供します。 

② 入居者の自立支援のため離床して食堂にて食事をとっていただくことを原則

としています。 

（食事時間） 

朝食 ８：００ 昼食 １２：００ 夕食 １７：００ 

※大体の食事時間は決まっておりますが、入居者の生活習慣に応じ、ゆっくりと食

事をとっていただけるよう配慮いたします。 

二 入 浴 

① 入浴又は清拭を最低週 2回行います。 

② 寝たきりの方も機械浴槽を利用して入浴することが可能です。 

三 排 泄 

① 排泄の自立を促すため、契約者の身体能力を最大限に活用した援助を行います。  

四 機能訓練 

① 機能訓練指導員により、契約者の心身等の状況に応じて、日常生活を送るのに

必要な機能の回復又はその減退を防止するための訓練を実施します。   

 

７ 健康管理 

① 医師や看護職員が、健康管理を行います。 

② 必要に応じて協力病院への外来受診も配慮いたします。 

 

８ その他自立への支援 

① 寝たきり防止のため、できるかぎり離床に配慮いたします。 

② 生活のリズムを考え、毎朝夕の着替えを行うよう配慮いたします。 

③ 適切な整容が行われること、また清潔で快適な生活を送れるよう、シーツ交換

は最低週１回以上実施します。 
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９ 介護保険の給付対象とならないサービス（契約書 第４条参照） 

   以下のサービスは、利用料金の全額が契約者の負担となります。 

一 食費（食材料費と調理費用）  利用料金： １，６２０円 

二 居住費（室料）        利用料金： ２，２５０円 

特定入所者生活介護サービス費の制度に該当すれば、食費、居住費の負担割合が軽

減します 

   外泊、入院期間中も必要となります。ただし、ご入居者の同意を得て、居室を

ショートステイ等に利用した場合にはこの料金は不要となります。 

※ 上記食費の費用分につきましては、介護保険負担限度額認定証の交付を受け

た方は、認定証に記載されている負担限度額となります。 

三 理美容サービス 

    月に 1回、美容師の出張による理髪サービス（調髪・顔剃）をご利用いただけ

ます。利用料金は実費となります。  

四 貴重品の管理 

    貴重品の持ち込みは、ご遠慮願います。また，現金はお預かりできません。 

五 レクリエーション活動 

契約者の希望によりレクリエーション活動に参加していただくことができま

す。利用料金：材料代等の実費をいただきます。 

六 複写物の交付 

契約者はサービスの提供についての記録を閲覧できますが、複写物を必要とす

る場合には１枚につき３００円（税込み）ご負担いただきます。 

七 日常生活上必要となる諸費用実費 

日常生活の購入代金等契約者の日常生活に要する費用（歯ブラシ、ティシュペ

ーパー等）で入居者に負担いただくことが適当であるものにかかる費用を負担い

ただきます 

八 洗濯 

専門業者によるクリーニングを希望される方には実費をいただきます。 

  九 電化製品使用料 

    居室内に持ち込まれた電気機器（施設設置のものは除く）につきましては、電

気使用料として日５０円をいただきます。 

  十 契約者が施設内で亡くなられた場合は、処置料として１６，５００円をいただ 

   きます。 

  十一 文書作成料 

    成年後見人制度書類等の文書を作成する場合は、一通につき４，４００円いた 

   だきます。 
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   ＜サービス利用料金（30 日計算）＞  （契約書第６条参照） 

 要介護度１ 要介護度２ 要介護度３ 要介護度４ 要介護度５ 

１．要介護制度

別サービス利

用料金 

２０４，６００円 ２２５，９００円 ２４８，４００円 ２７０，３００円 ２９１，３００円 

２．うち、介護

保険から給付

される金額 

１８４，１４０円 ２０３，３１０円 ２２３，５６０円 ２４３，２７０円 ２６２，１７０円 

３．サービス利

用に係る自己

負担額 

（ １－２ ） 

２０，４６０円 ２２，５９０円 ２４，８４０円 ２７，０３０円 ２９，１３０円 

４．居住費 ６７，５００円（１日あたり２，２５０円） 

５．食 費 ４８，６００円（１日あたり１，６２０円） 

６．自己負担合

計 

（３＋４＋５） 

１３６，５６０円 １３８，６９０円 １４０，９４０円 １４３，１３０円 １４５，２３０円 

 

 

次の加算に該当する場合それぞれの料金が必要です（療養食加算については主治医の

指示書が必要です。） 

 1.サービス利

用料金 

2.うち、介護保険から給

付される金額 

サービス利用に係る自

己負担額（1-2） 

日常生活継続支援加算

Ⅱ 

４６０円 ４１４円 ４６円/円 

看護体制加算Ⅰイ １２０円 １０８円 １２円/日 

看護体制加算Ⅱイ ２３０円 ２０７円 ２３円/日 

夜間職員配置加算Ⅳイ ６１０円 ５４９円 ６１円/日 

栄養マネジメント強化加算 １１０円 ９９円 １１円/日 

科学的介護推進体制加

算Ⅱ 

５００円 ４５０円 ５０円/日 

個別機能訓練加算Ⅰ １２０円 １０８円 １２円/日 

個別機能訓練加算Ⅱ ２００円 １８０円 ２０円/日 

個別機能訓練加算Ⅲ ２００円 １８０円 ２０円/日 

認知症行動・心理症状

緊急対応加算 

２，０００円 １，８００円 ２００円/日 

若年性認知症入所受入 １，２００円 １，０８０円 １２０円/日 
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加算 

入院外泊時費用 ２，４６０円 ２，２１４円 ２４６円/日 

初期加算    ３００円 ２７０円 ３０円/日 

経口維持加算Ⅰ ４，０００円 ３，６００円 ４００円/月 

経口維持加算Ⅱ １，０００円 ９００円 １００円/月 

口腔衛生管理加算Ⅰ ９００円 ８１０円 ９０円/月 

口腔衛生管理加算Ⅱ １，１００円 ９９０円 １１０円/月 

ADL 維持等加算Ⅰ ３００円 ２７０円 ３０円/月 

自立支援促進加算 ２，８００円 ２，５２０円 ２８０円/月 

再入所時栄養連携加算 ２，０００円 １，８００円 ２００円/１回のみ 

療養食加算 ６０円 ５４円 ６円/食 

看取り加算（Ⅰ）１ ７２０円 ６４８円 ７２円/日 

看取り加算（Ⅰ）２ １，４４０円 １，２９６円 １４４円/日 

看取り加算（Ⅰ）３ ６，８００円 ６，１２０円 ６８０円/日 

看取り加算（Ⅰ）４ １２，８００円 １１，５２０円 １，２８０円/日 

看取り加算（Ⅱ）１ ７２０円 ６４８円 ７２円/日 

看取り加算（Ⅱ）２ １，４４０円 １，２９６円 １４４円/日 

看取り加算（Ⅱ）３ ７，８００円 ７，０２０円 ７８０円/日 

看取り加算（Ⅱ）４ １５，８００円 １４，２２０円 １，５８０円/日 

認知症専門ケア加算Ⅰ ３０円 ２７円 ３円/日 

認知症専門ケア加算Ⅱ ４０円 ３６円 ４円/日 

在宅復帰支援機能加算 １００円 ９０円 １０円/日 

生産性向上推進体制加算

（Ⅱ） 
１００円 ９０円 １０円/月 

排泄支援加算Ⅰ １００円 ９０円 １０円/月 

配置医師緊急時対応加算（早

朝・夜間及び深夜を除く） 
３，２５０円 ２，９２５円 ３２５円/日 

配置医師緊急時対応加算 

（早朝・夜間） 
６，５００円 ５，８５０円 ６５０円/日 

配置医師緊急時対応加算 

（深夜） 
１３，０００円 １１，７００円 １，３００円/日 

特別通院送迎加算 ５，９４０円 ５，３４６円 ５９４円/月 

安全対策体制加算 ２００円 １８０円 ２０円/月 

協力医療機関関連加算 ５００円 ４５０円 ５０円/月 

褥瘡マネジメント加算Ⅰ ３０円 ２７円 ３円/回 

褥瘡マネジメント加算Ⅱ １３０円 １１７円 １３円/回 

認知症チームケア推進加

算Ⅰ 
１５００円 １３５０円 １５０円/月 
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認知症チームケア推進加

算Ⅱ 
１２００円 １０８０円 １２０円/月 

介護職員等処遇改善加

算（Ⅰ） 

サービス単位の１７６/１０００に相当する単位数（区分支給限度

基準額の算定対象外） ※尚、制度改正に応じて変更があります。 

※上記加算料金は主な例示です。他に制度に定める加算に該当すれば別途加算に該当す

れば別途加算料金が必要です。 

 

※ 居住費および食費 

居室および食事に係る費用について、負担限度額認定を受けている場合には、

介護保険負担限度額認定証（以下、「認定証」という。）に記載している負担限

度額とします。 

※ 介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された金額に合わせて契約者

の負担額を変更します。 

※ 外泊について（契約書第２２条参照）外泊期間中の食事を摂らない日数分につ

いての食費は徴収しません。（必ず事前にご連絡下さい） 

 

十三 契約書第２１条第２項に定める所定の料金 

契約者が、契約終了後も居室を明け渡さない場合等に、本来の契約終了日から現実

に居室が明け渡された日までの期間にかかる料金 １日につき ２，３９６円 

 

10 利用料金のお支払い方法(契約書 第６条参照) 

   前記（１）、（２）の料金・費用は、１か月ごとに計算し、ご請求しますので、

法人が指定する次の期日までに，下記の預金口座での自動振替又は現金支払いのい

ずれかの方法でお支払いください。(１ヶ月に満たない期間のサービスに関する利

用料金は、利用日数に基づいて計算した金額とします。) 

 

利用料等の支払方法 

① ゆうちょ銀行口座からの自動振替（自動引き落とし） 

利用した月の翌月の末日に引き落とされます。 

② ゆうちょ銀行以外の金融機関の口座からの自動振替（自動引き落とし） 

利用した月の翌々月の４日に引き落とされます。 

③ 施設の窓口にて現金支払い 

 利用した月の翌月の末日までに施設の窓口にて現金でお支払い下さい。 

 

11 利用料金の変更 

一 介護給付制度の変更があった場合、事業者は当該サービス利用料金を変更するこ

とができるものとします。 

二 サービス利用料金については、経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由が

ある場合、事業者は、ご入居者に対して、変更を行う日の２ヶ月前までに説明をし
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た上で、当該サービス利用料金を相当な額に変更することができます。 

三 契約者は、前記の変更に同意することができない場合には、本契約を解除するこ

とができます。 

 

 

12 入所中の医療の提供について 

医療を必要とする場合は、契約者の希望により、下記協力医療機関において診察や

入院治療を受けることができます。(但し、下記医療機関での優先的な診察・入院治

療を保障するものではありません。また、下記医療機関での診察・入院治療を義務づ

けるものでもありません。) 

協力医療機関   

医療機関の名称 医療法人辰川会山陽病院 

所在地 福山市野上町二丁目８番２号 

電話 ０８４－９２１－１１３３ 

診療科 内科・外科・泌尿器科・整形外科 

 協力歯科医院 

歯科医院の名称 医療法人社団 緑双会 ふくやま訪問歯科 

所在地 広島県福山市西町３－１５－２５ 

電話 ０８４－９１６－３９１８ 

 

13 施設を退所していただく場合（契約書の終了について） 

一 当施設との契約では契約が終了する期日は特に定めていません。したがって、以

下のような事由がない限り、継続してサービスを利用することができますが、仮に

このような事項に該当するに至った場合には、当施設との契約は終了し、契約者に

退所していただくことになります。（契約書第１５条参照） 

① 要介護認定により契約者の心身の状況が自立又は要支援、要介護２と判定された場

合 

② 事業者が解散した場合、破産した場合又はやむを得ない事由により施設を閉鎖した

場合 

③ 施設の滅失や重大な毀損により、契約者に対するサービスの提供が不可能になった

場合 

④ 当施設が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合 

⑤ 契約者から退所の申し出があった場合(詳細は以下をご参照ください) 

⑥ 事業者から退所の申し出を行った場合(詳細は以下をご参照ください) 

二 契約者からの退所の申し出（中途解約・契約解除）（契約書第１６・１７条参照）

契約の有効期間であっても、契約者から当施設からの退所を申し出ることができま

す。その場合には、退所を希望する日の７日前までに解約申し出をご提出ください。

ただし、以下の場合には、即時に契約を解約・解除し、施設を退所することができ
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ます。 

 

① 介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合 

② 施設の運営規程の変更に同意できない場合 

③ 契約者が入院され長期に渡り施設に戻れないとご家族が判断した場合 

④ 事業者もしくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定める介護福祉施設サ

ービスを実施しない場合 

⑤ 事業者もしくはサービス従事者が守秘義務に違反した場合 

⑥ 事業者もしくはサービス従事者が故意又は過失により契約者の身体・財物・信用

等を傷つけ、又は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認

められる場合 

⑦ 他の利用者が契約者の身体・財物・信用等を傷つけた場合もしくは傷つける恐れ

がある場合において、事業者が適切な対応をとらない場合 

三 事業者からの申し出により退所していただく場合(契約解除)(契約書第１８条参

照) 

以下の事項に該当する場合には、当施設から退所していただくことがあります。 

※ 契約者が病院等に入院された場合の対応について※(契約書第２０条参照)  

当施設に入所中に、医療機関への入院の必要が生じた場合の対応は、以下の通りで

す。（入院中はご家族でお世話をお願いします） 

 

 

 

 

① 契約者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこ

れを告げず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な事情を

生じさせた場合 

② 契約者による、サービス利用料金の支払が３ヶ月以上遅延し、相当期間を定めた催

告にもかかわらずこれが支払われない場合 

③ 契約者が、故意又は重大な過失により事業者又はサービス従事者もしくは他の利用

者等の生命・身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を行うことなどに

よって、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

④ 契約者の行動が他の利用者やサービス従事者の生命・身体・健康に重大な影響を及

ぼす恐れがあり、あるいは契約者が重大な自傷行為を繰り返すなど、本契約を継続

しがたい重大な事情が生じた場合 

⑤ 契約者が連続して３ヶ月以上病院又は診療所に入院すると見込まれる場合もしく

は入院した場合 

⑥ 契約者が介護老人保健施設に入所した場合もしくは介護療養型医療施設に入院し

た場合 
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① 検査入院等、６日間以内の短期入院の場合 

入院期間が６日間以内(連続して７泊、複数の月にまたがる場合は１２泊)の場合

は、退院後再び施設に入所することができます。 

但し、入院期間中であっても、入院の翌日から退院日の前日までの日数の所定の

利用料金をご負担いただきます。 

 

② ７日間以上３ヶ月以内の入院の場合 

当初から３ヶ月以内の退院が見込まれて、実際に３カ月以内に退院された場合

は、退院後再び施設に入所することができます。しかし、入院時に予定された退

院日よりも早く退院した場合など、退院時に施設の受け入れ準備が整っていない

時には、併設されている短期入所生活介護の居室等をご利用いただく場合があり

ます。また、料金につきましては、入院の翌日から当該月６日間(当該入院が月

をまたがる場合は、最大１２日間の範囲内で入院した日数分の自己負担額で利用

料金をいただきます。それを超える日数につきましては居住費をいただきます。 

 (契約者の同意を得て、居室をショートステイ等に利用した場合にはこの料金

は不要です。) 

 

③ ３ケ月以内の退院が見込まれない場合 

３カ月を超えて入院が見込まれる場合には、契約を解除する場合があります。

この場合には当施設に再び優先的に入所することはできません。但し、契約を

解除した場合であっても３ヶ月以内に退院された場合には、再び当施設に入所

できるよう努めます。しかし、当施設が満室の場合には、短期入所生活介護(シ

ョートステイ)を利用できますように努めます。 

 

四 円滑な退所のための援助(契約書第１９条参照) 

契約者が当施設を退所する場合には、契約者の希望により、事業者は契約者の心身

の状況、置かれている環境等を勘案し、円滑な退所のために必要な以下の援助を契約

者に対して速やかに行います。 

○ 適切な病院もしくは診療所又は介護老人保健施設等の紹介 

○ 居宅介護支援事業者の紹介 

○ その他保健医療サービス又は福祉サービスの提供者の紹介 

 

14 緊急時における対応 

 一  契約者が当施設を利用中に病状の急変、その他緊急事態が生じたときは、速やか

に主治医または事業所が定めた協力医療機関に連絡し、措置を講じる等行います。 

二 受診、入院が必要となった場合はご家族様にも医療機関へ来ていただきます。保険

証やマイナンバーの提示が求められますので、必ずご持参ください。遠方にお住いの

ご家族様につきましては、医療機関や当施設からの連絡対応ができる体制をお願いし
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ます（医療機関によっては受診できない場合があります）。 

 

15 事故発生時の対応 

事故発生時には速やかに事故にあった契約者の家族、市町に対して連絡を行う等

必要な措置を講じるとともに、事故の状況及び事故に関して採った措置を記録しま

す。あわせて事故発生の原因・再発防止の検討を行います。 

16 非常災害対策  

   非常災害に備えて定期的に避難、救出、夜間想定を含めその他必要な訓練を年２

回以上行い、消防法に準拠して非常災害に関する具体的計画を別に定め、非常災害

時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に職員に周知します

また、風水害、地震に備えて地元との協力体制を整えます。 

 

17 苦情の受付について （契約書第２５条参照） 

一 施設における苦情の受付 

当施設における苦情やご相談は以下の専用窓口で受付けます。 

① 苦情受付窓口 (担当者)  廣本 勇太（生活相談員）・竹内 康晃（施設 CM） 

② 受付時間   毎週月曜日～土曜日   ８：３０～１7：３０ 

③ その他、苦情受付箱の設置や電話等で常時受付けます。また担当者が不在の場

合でも事業所の誰もが対応可能なように苦情対応受付表を作成し、担当者に確

実に引き継ぐ体制を敷いています。 

二 円滑迅速に苦情解決を行うための体制、手順 

①  相談、苦情があった場合、至急に苦情解決委員会を開催します。問題の詳細

を把握するために関係職員、利用者などから必要に応じて状況の聴取を実施し、

事実関係を確認します。 

②  把握した状況に基づき、関係者への連絡調整、注意指導を行うとともに、苦

情申出人には必ず対応方法を含めた結果報告を行います。 

③  苦情申出人が第三者委員への報告を希望する場合、匿名での苦情、及び文書

による重大な指摘があった場合は、速やかに第三者委員に報告し必要な対応を

行います。第三者委員に報告した場合は、必ず返答をもらい苦情申出人に結果

を報告します 

 

行政機関その他苦情受付け機関 

福山市高齢者支援課 
所 在 地 福山市東桜町 3 番 5 号 

電話番号 ０８４－９２８－１１８９ 

福山市介護保険課 
所 在 地 福山市東桜町 3 番 5 号 

電話番号 ０８４－９２８－１１６６   

広島県国民健康保険団体連合会 
所 在 地 広島市中区東白島町 19 番 49 号 

電話番号 ０８２－５５４－０７８３ 



 13

18 身体拘束の原則禁止 

一 施設は指定介護老人福祉施設サービスの提供に当たっては、当該入居者又は他の

入居者の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束その

他の入居者の行動を制限する行為を行いません。 

二 施設は、前項の身体的拘束等を行う場合には、次の手続きにより行います。 

① 身体拘束廃止委員会を設置します。 

  ② 「身体拘束に関する説明書・経過観察記録」に身体拘束にかかる対応及び時間

その時点での契約者の心身の状況並びに緊急やむを得なかった理由の記録。 

③ 契約者又は家族に説明し、その他方法がなかったかなど改善方法の検討。 

 

19 虐待防止について 

一 施設は入居者の人権の尊重・虐待の防止等のため次の措置を講じます。 

① 職員に対する虐待を防止するための研修の実施。 

② 入居者及びその家族からの虐待等に関する苦情処理体制の整備。 

③ その他虐待防止のための必要な措置。 

二 施設は、指定介護福祉施設サービス提供中に、当該施設または養護者による虐

待を受けたと思われる入居者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に連絡

するなど必要な措置を講じます。 

 

20 損害賠償について（契約書第１２条参照） 

   当施設において、事業者の責任により契約者に生じた損害については、事業者は

速やかにその損害を賠償いたします。守秘義務に違反した場合も同様とします。 

   ただし、その損害の発生について、契約者に故意又は過失が認められる場合には、

契約者の置かれた心身の状況を斟酌して相当と認められる時に限り、事業者の損害

賠償責任を減じる場合があります。 

 

21 施設利用の留意事項 

当施設のご利用にあたって、施設に入所されている利用者の共同生活の場所とし

ての快適性、安全性、を確保する為、下記の事項をお守りください。 

一 訪問・面会 

来訪者は、面会時間（９：００～１７：００）を遵守し、必ず職員に届け出てく

ださい。 

入居者の差し入れについては必ず職員にお申し出ください。ご家族の方の喫煙は

ご遠慮願います。 

二 外出・外泊 

外泊・外出の際には必ず事前に行き先と帰宅時間を職員に届けてください。 

 三 嘱託医師以外の医療機関への受診 

ご利用期間中に医師の診察を受けた方が望ましいと判断される場合は、ご家族に

連絡、ご相談いたします。 
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 四 居室・設備・器具の利用 

施設内の居室や設備、器具は本来の用法に従ってご利用ください。入居者の故意、

又はわずかな注意を払えば避けられたにもかかわらず、施設、設備を破損、又、汚

された場合には入居者の自己負担により原状に復していただくか、又は相当の代価

をお支払いいただく場合があります。 

 五 喫煙・飲酒 

   施設内での喫煙は禁止となっております。飲酒は原則、ご遠慮願います。 

 六 迷惑行為 

    騒音等他の入所者の迷惑になる行為はご遠慮願います。また、むやみに他の入

所者の居室等に立ち入らないようにしてください。 

 七 所持品の管理 

    大きな荷物の持ち込みはご遠慮ください。 

八 現金等の管理 

    預かり金等管理委託契約に基づいてお預かりします。 

 九 宗教活動・政治活動 

    施設内で他の入居者に対する宗教活動及び政治活動は禁じられています。 

 十 動物飼育 

    施設内へのペットの持ち込み及び飼育はお断りします。 

十一 持ち込み制限等 

カミソリ、ナイフ等の刃物、マッチ、ライター等の火気、他人に危険を及ぼす

と思われるものすべての持ち込みは禁じられています。また、タンス以外の大き

な家具及び所持品の数量にも制限もございますので、入所時にご相談いただき、

決めさせていただきます。 

十二 携帯電話 

携帯電話の使用は居室内に限られております。 

 

22 不慮の事故について 

 一 転倒、転落等の危険性について 

    高齢者にとっては、施設の環境と住み慣れた家庭環境との生活の変化から認知 

   症の発症や進行、一人歩き行動、体力低下や加齢に伴う認識力や運動機能の低下

による転倒や転落、施設外への一人歩きなど深刻な事態を招く恐れがあります。

当施設では、個々の利用者様に応じた対応や環境を配慮しながら、転倒・転落・

一人歩き等による骨折や死亡等の不幸な事態となる可能性がゼロであるとは言

い切れません。このような不測の事態が起きた場合には、家族への説明、原因の

究明、再発の防止に努めます。 

 

23 死亡事案の対応について 

一 偶発余病による突然死等について 

    最近は高齢化に伴い、予見することも回避することもできない偶発的な余病に
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よる突然死が増えています。当施設は、利用者様のかかりつけ医などの関係医療

機関と連携し、ご利用者様の健康状態を把握し、健康管理に努めておりますが、

最善の準備と体制の下に誠実に努力をしても不幸にして、万が一の危険が避けら

れない場合があります。当施設ご利用中に予見し得なかった余病（例えば、脳梗

塞、脳卒中、心筋梗塞など）が不幸にして起きた場合、ご家族の中には納得され

ず、当施設がミスを隠しているのではないかと不信感を抱かれる場合があります。

当施設は、万が一の不幸が起きた場合、誠実に原因を明らかにし、お互いの納得

を目指す努力をいたします。 

 二 不測の事態が起きた場合 

    不幸にして死に至り、納得が難しい場合には病理解剖を検討させていただきま

す。また、納得のいかない合併症や転倒・転落事故等が発生した場合は司法の調

停による対応をさせていただきます。利用者様、ご家族様と当施設との直接の示

談交渉は行っておりません。 

 

24 サービスの第三者評価の実施について 

当施設で提供しているサービスの内容や課題について、第三者の観点から評価

は行ってはいません。 



 16

 指定介護老人福祉施設サービスの提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項の説明

を行いました。 

 

    年    月    日  

 

特別養護老人ホームひかり    

                                        

説明者職名 

             

説明者名前                             

 

 

 私は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受け、地域密着型介護老人福祉

施設入所者生活介護サービス等の提供開始に同意しました。 

 

契約者 

 

  住  所                                           

 

  名  前                                 

  

代理人 

 

  住  所                                         

 

  電話番号                                 

 

  名  前                   （契約者との関係     ）  

 

身元引受人（代理人と異なる場合のみ記入） 

 

  住  所                                         

 

  電話番号                                 

 

  名  前                   （契約者との関係     ）  

 

※この重要事項説明書は、厚生省令第３９号(平成１１年３月３１日)第４条の規定に

基づき、入所申込者またはその家族への重要事項説明のために作成したものです。 
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〈重要事項説明書付属文書〉               

契約締結からサービス提供までの流れ 

 

契約者に対する具体的なサービス内容やサービス提供方針については、入所ご作成する 

「施設サービス計画（ケアプラン）」に定めます。 

  「施設サービス計画」（ケアプラン）」の作成及びその変更は次の通り行います。（契

約書第２条参照） 

 

  

① 当施設の介護支援専門員（ケアマネジャー）に施設サービス計画の

原案作成やそのために必要な調査等の業務を担当させます。 

 

 

② その担当者は施設サービス計画の原案について、契約者及びその家

族等に対して説明し、同意を得たうえで決定します。 

 

 

③ 施設サービス計画は、おおむね６ヶ月に１回、もしくは契約者及び

その家族等の要請に応じて、変更の必要があるかどうかを確認し、変更

必要がある場合には、契約者及びその家族等と協議して施設サービス計

画を変更します。 

 

 

④ 施設サービス計画が変更された場合には、契約者に対して書面を交

付し、その内容を確認していただきます。 
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 サービス提供における事業者の義務（契約書第８条参照） 

 

当施設は、契約者に対してサービスを提供するにあたって、次のことを守ります。 

 

① 契約者の生命、身体、財産の安全・確保に配慮します。 

② 契約者の体調、健康状態からみて必要な場合には、医師又は看護職員と連携のう

え、契約者から聴取、確認します。 

③ 非常災害に関する具体的計画を策定するとともに、契約者に対して、定期的に、

非難、救出その他必要な訓練を行います。 

④ 契約者が受けている要介護認定の有効期間満了日の３０日前までに、要介護認定

の更新の申請をために必要な援助を行います。 

⑤ 契約者に提供したサービスについて記録を作成し、２年間保管すると共に、契約

者または代理人の請求に応じて閲覧させ、又は実費負担により複写物を交付しま

す。 

⑥ 契約者に対する身体的拘束その他行動を制限する行為を行いません。ただし、契

約者又は他の利用者等の生命、身体を保護する為に緊急やむを得ない場合は、記

録を記載するなど、適正な手続きにより身体等を拘束する場合があります。 

⑦ 事業者及びサービス従事者又は従業員は、サービスを提供するにあたって知り得

た契約者又はご家族等に関する事項を正当な理由なく、第三者に漏洩しません。

（守秘義務） 

ただし、契約者に緊急な医療上の必要性がある場合には、医療機関等にご契者の

心身等の情報を提供します。 

また、契約者の円滑な退所のために援助を行う際には、あらかじめ文書にて、契

約者の同意を得ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


